
令和６（2024）年度障害者雇用・定着支援強化事業業務委託仕様書 

 

 本仕様書は、栃木県が発注する障害者雇用・定着支援強化事業を受託する者（以下「受託者」

という。）の業務について、必要な事項を定めたものである。 

 

１ 目的 

本県民間企業における令和５（2023）年６月１日現在の障害者実雇用率は 2.39％となり、２

年連続で法定雇用率を達成した。しかしながら、栃木県内に本社を置く法定雇用義務のある企

業等（以下「支援対象企業」という。）1,381社のうち 576社が法定雇用率未達成であり、その

うち約６割が障害者を一名も雇用していない企業（以下「雇用ゼロ企業」という。）である。加

えて、令和６（2024）年４月から法定雇用率が段階的に引き上げられるとともに対象事業主の

範囲も拡大されることから、雇用ゼロ企業を中心とした法定雇用率未達成企業等を対象として、

障害者雇用制度についての普及啓発や個別支援を実施することにより、雇用の促進と就職後の

定着を図る。 

 

２ 履行場所 

  栃木県内とし、必要に応じて栃木県及び受託者間で協議を行う。 

 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和７（2025）年３月 31日（月）までとする。 

 

４ 委託業務の内容 

(1) 障害者雇用コーディネーターの配置 

    ア 活動内容 

障害者雇用コーディネーター（以下「コーディネーター」という。）を配置し、県内

企業へ電話や訪問等により、障害者雇用率制度の普及啓発のほか、障害者の雇用状況

や課題などの情報収集を行うこと。 

イ 企業等の選定 

支援対象企業 300社程度とし、特に令和５（2023）年６月１日時点で法定雇用率を

達成していない企業等を優先して選定すること。なお、そのうち 150社程度は雇用ゼ

ロ企業を選定すること。 

     ウ 情報収集後の対応 

       企業等のニーズに合わせ４(2)から(5)への参加を誘導すること。 

 

(2) 出張相談 

ア 企業等の選定 

   支援対象企業のうち、20社程度を栃木県と受託者間で協議の上決定すること。 

     イ 実施方法 

       コーディネーターが企業等に出張し、個別相談を実施する。なお、実施に当たって

は、障害者就業・生活支援センターや障害者職業センター等の関係機関と連携するこ

と。 

 

 



(3) コンサルティング 

ア 企業等の選定 

   支援対象企業のうち、20社程度を栃木県と受託者間で協議の上決定すること。 

     イ 実施方法 

        採用に向けた準備から職場定着まで、企業等の実態に応じて、継続的な伴走型支援

を実施すること。なお、実施に当たっては、障害者就業・生活支援センターや障害者

職業センター等の関係機関と連携すること。 

（支援例） 

業務の切り出し支援、求人票の作成支援、各種支援機関や支援制度の案内等 

 

  (4) 障害者雇用サポートセミナーの開催 

ア 実施回数等 

障害者の雇用・定着を促進するために効果的な時期及び方法（対面・オンライン等）

を選定し、３回程度開催する。 

イ 実施内容 

障害者雇用に取り組むために必要な基礎知識や職場定着に関するノウハウ等を習

得できるものとし、内容は栃木県と受託者間で協議の上決定すること。なお、講師は、

障害者雇用に関して専門的な知識を有する者から選定すること。 

ウ 準備・運営等 

全ての回について、講師との調整や資料作成等の準備のほか、当日の運営等を行う

こと。 

 

(5) 企業見学会の開催 

ア 実施回数等 

障害者の雇用・定着を促進するために効果的な時期を選定し、２回程度開催する。 

イ 実施内容 

先進的に障害者雇用に取り組む企業（以下「見学企業」という。）を訪問し、障害

者が働く現場やまわりの支援体制等を見学することで、障害者とともに働く様子を

イメージできるものとし、同日に参加者同士の意見交換も実施すること。なお、見学

企業は栃木県と受託者間で協議の上決定すること。 

ウ 準備・運営等 

全ての回について、見学企業との調整や資料作成等の準備のほか、当日の運営等を

行うこと。 

 

(6) 周知・広報 

 (2)から(5)の事業に関する周知・広報を行うこと。なお、広報物を作成する場合は、

その内容及び部数等を栃木県と協議すること。また、作成後の著作権は、栃木県に帰属す

るものとし、電子データを県に提出すること。 

 

(7) アンケートの実施 

４(2)から(5)の事業実施終了後は、アンケートを実施し、集計結果を栃木県に報告する

こと。なお、アンケートの内容は栃木県と受託者間で協議の上決定すること。 

 



５ 委託費の支払い等 

(1) 委託費の支払いは、原則として事業完了検査後の精算払いとする。 

(2) 委託費の支払期日をはじめ、委託費の請求、事業終了後の精算に必要な手続き等につい

ては、委託業務に係る契約書において別途定める。 

  

６ 事業運営状況に係る栃木県への提出書類 

  (1) コーディネーターによる企業訪問等記録（４(1)） 

(2) 実績報告書（４(2)から(5)） 

支援実施日ごとの具体的な業務内容や採用状況等を記載するとともに、実施したアンケ

ートの結果を含むこと。 

(3) その他栃木県が必要と認める書類 

なお、提出期限は別途栃木県が定める。 

 

７ 完了報告書の提出 

  受託者は、委託業務を完了したときは、完了の日から起算して 10日以内に栃木県に対して業

務完了報告書を提出するものとする。 

 

８ 秘密の保持 

  受託者は、参加者の個人情報については、細心の注意をもって取り扱い、第三者に漏らして

はならない。また、受託者は、委託業務を行うに当たって、業務上知り得た秘密を漏らし、又

は委託業務以外に利用することはできないものとする。委託業務終了後もまた同様とする。 

 

９ その他 

  (1) 受託者は、個人情報保護法、労働基準法、労働関係調整法、最低賃金法、その他関係法令

を遵守する。 

  (2) 委託業務の成果は委託元の栃木県に帰属する。また、委託業務の実施に当たって、第三

者が権利を有する著作物又は知的所有権等を利用する場合は、受託者の責任において、そ

の権利の使用に必要な費用負担や使用許諾契約等に係る一切の手続きを行うこととする。 

 (3) 委託業務の実施に当たっては本仕様書の範囲内において、栃木県と受託者が協議を重ねな

がら実施する。 

 (4) この仕様書に定めのない事項であっても、栃木県が必要と認め指示する簡易な事項につい

ては、契約金額の範囲内で実施するものとする。 

  (5) 受託者は、書面により栃木県の承認を得たときを除き、委託業務の全部若しくは一部を第

三者に委託し、又は請け負わせてはならないものとする。 

 (6) 受託者は、委託業務を実施するに当たって発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）

に伴い生じた経費を負担するものとする。 

(7) 委託業務は国の「デジタル田園都市国家構想交付金」を活用した事業であるため、次の

ことについて留意する。 

ア 機器・器具等の調達に要する経費 

       必要となる機械・器具等（消耗品を除く）については、リースやレンタルで対応す

ること。 

      イ 関係書類の整備 

       委託業務は、会計検査院による実地検査の対象となるため、関係書類は事業終了日



の属する年度の終了後５年間保存すること。また、会計検査院による実地検査が行わ

れる際は、栃木県の求めに応じ、関係書類の提出等を行うこと。 

(8) 災害や感染症等の発生状況により、「４ 委託業務の内容」の実施が困難になった場合

は、栃木県と協議の上、実施内容等の見直しを行い、同等の対応をすることとする。 

 


